
（資料３）
外食・中食における食物アレルギーに関する

情報提供の取組の推進について
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 アレルギー疾患対策基本法（平成26年法律第98号）
基本法は、アレルギー疾患対策の一層の充実を図るため等を目的とし、議員立法として平成26年に

成立した法律である。

 アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針（平成29年３月21日策定、令和４年３月14日一部改正）
基本指針は、基本法第11条１項において、アレルギー疾患対策の総合的な推進を図るために基本的

な指針を策定しなければならない旨が記載されていることから、平成29年に策定されたものである。
また、同法第11条第６項において、少なくとも５年ごとに検討を加え、必要があるときには変更し

なければならない旨が記載されており、本規定に基づき令和３年度に一部改正が実施された。

（参考） 基本指針における関係箇所＜抜粋＞

 外食・中食における啓発資材の作成について
上記の基本指針の一部改正を踏まえて、令和４年度

においてアレルギー専門医、患者会や食品関連事業者
等の意見を参考にし、パンフレット等を作成したとこ
ろ。今後、本啓発資材を用いて、周知・広報を行って
いく。

外食・中食における食物アレルギーに関する情報提供の取組の推進

旧 新

国は、食物アレルギーの原因物質に関して定期的な調査を行い、食
品表示法（平成25年法律第70号）に基づく義務表示又は推奨表示の充

実に努めるとともに、外食等に関する食物アレルギー表示については、
関係業界と連携し、外食事業者等が行う食物アレルギー表示の適切な
情報提供の取組等を推進する。

国は、食物アレルギーの原因物質に関して定期的な調査を行い、食
品表示法（平成25年法律第70号）に基づく義務表示又は推奨表示の充

実に努める。外食・中食における食物アレルギー表示については、それ
らを利用する消費者の需要や誤食事故等の実態に基づき、関係業界と
連携し、実行可能性にも配慮しながら、外食事業者等が行う食物アレル
ギー表示の適切な情報提供に関する取組等を積極的に推進する。

今井 孝成 昭和大学医学部小児科学講座 教授

海老澤 元宏 独立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究
センター臨床研究センター長

園部 まり子 ＮＰＯ法人アレルギーを考える母の会 代表

野中 ひとみ シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社
東京支店東京給食営業所長／管理栄養士

橋詰 剛敏 株式会社ダイナックホールディングス 執行役員

（参考：オブザーバー）農林水産省 大臣官房 新事業・食品産業部 外食・食文化課

○令和４年度モデル事業の検討会構成員
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ポスター・リーフレット（表） リーフレット（裏）
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啓発資材の周知・広報について
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啓発資材の提供団体等一覧

○事業者団体（10団体）
一般財団法人食品産業センター
一般社団法人日本農林規格協会
公益社団法人日本食品衛生協会
一般社団法人日本フードサービス協会
事業協同組合全国焼肉協会
一般社団法人日本回転寿司協会
一般社団法人日本麺類業団体連合会
一般社団法人日本惣菜協会
一般社団法人日本弁当サービス協会、
公益社団法人日本給食サービス協会

○中心拠点病院（２病院）
国立病院機構相模原病院
国立研究開発法人国立成育医療研究センター

○都道府県アレルギー疾患医療拠点病院
（47都道府県78病院）
北海道大学病院
弘前大学医学部附属病院
岩手医科大学附属病院
国立病院機構盛岡医療センター
東北大学病院
宮城県立こども病院
秋田大学医学部附属病院
中通総合病院
山形大学医学部附属病院
福島県立医科大学附属病院
筑波大学附属病院
獨協医科大学病院
群馬大学医学部附属病院
埼玉医科大学病院
千葉大学医学部附属病院
東京慈恵会医科大学附属病院
東京医科歯科大学医学部附属病院
国立成育医療研究センター
東京都立小児総合医療センター
神奈川県立こども医療センター
横浜市立みなと赤十字病院
新潟大学医歯学総合病院
富山県立中央病院
富山大学附属病院

国立大学法人金沢大学附属病院
福井大学医学部附属病院
山梨大学医学部附属病院
信州大学医学部附属病院
長野県立こども病院
岐阜大学医学部附属病院
国際医療福祉大学熱海病院
順天堂大学医学部附属静岡病院
静岡県立総合病院
静岡県立こども病院
静岡済生会総合病院
浜松医科大学医学部附属病院
浜松医療センター
名古屋大学医学部附属病院
名古屋市立大学病院
藤田医科大学病院
藤田医科大学ばんたね病院
愛知医科大学病院
あいち小児保健医療総合センター
国立病院機構三重病院

三重大学医学部附属病院
滋賀医科大学医学部附属病院
滋賀県立小児保健医療センター
京都府立医科大学附属病院
京都大学医学部附属病院
近畿大学病院
大阪はびきの医療センター
大阪赤十字病院
関西医科大学附属病院
神戸大学医学部附属病院
兵庫医科大学病院
兵庫県立こども病院
神戸市立医療センター中央市民病院
奈良県立医科大学附属病院
日本赤十字社和歌山医療センター
和歌山県立医科大学附属病院
鳥取大学医学部附属病院
島根大学医学部附属病院
国立病院機構南岡山医療センター
岡山大学病院
広島大学病院

山口大学医学部附属病院
徳島大学病院
香川大学医学部附属病院
愛媛大学医学部附属病院
高知大学医学部附属病院
国立病院機構福岡病院
佐賀大学医学部附属病院
長崎大学病院
熊本大学病院
大分大学医学部附属病院
宮崎大学医学部附属病
鹿児島大学病院
琉球大学病院

※令和５年３月23日時点
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【患者団体からの要望等を踏まえた今後の課題】

外食・中食における情報提供に係る今後の課題（案）

【引き続き実施する取組内容(他省庁の事業を含む)】

 パンフレットを活用した講演会等の実施

 外食・中食における取組に係る補助事業の実施

パンフレット
（令和５年３月公表）

＜消費者向け＞ ＜事業者向け＞

 取組を始めようとする事業者および

知識を得ようとする消費者に向けた学習資材等の作成

 外食・中食における取組事例の収集
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外食・中食における自発的な取組の促進
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（参考）HACCPによる衛生管理（アレルゲン）について

○HACCPで運用管理する事
大きく分けて２つの側面から生物的、化学的、物理的の３つの
危害要因（ハザード）を管理

①製造環境の側面
施設の現状を見極めて管理すべき事項を決定

②製造工程の側面
原料由来の危害要因（ハザード）を、調理、加
工の自主的な管理基準規格を定めて運用管理する
手順を構築

＜危害要因の例＞
・原料由来微生物
・従業員からの交差汚染
・ヒスタミン
・薬剤類
・原料由来の危険異物
・金属（刃物・カッター類）
・アレルゲン など

食品等事業者団体が作成した手引書のうち７０種類でアレルゲンに関する項目あり

食品等事業者団体が作成した業種別手引書

厚生労働省HPより

HACCPに基づく衛生管理のための手引書（抜粋）

HACCPの考え方を取り入れた衛生管理のための手引書（抜粋）
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